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１．要 旨 

  高校生等を養育している者に対し、高校生等に係る医療費の一部を助成することにより、

高校生等の保健の向上と健全な育成を図り、もって子育ての支援に資するため、本条例を制

定するものである。 

（１）内容 

 全１３条と附則から構成。第１条（目的）、第２条（定義）、第３条（対象者）、第４条（所

得の制限）、第５条（医療証の交付）、第６条（助成の範囲）、第７条（医療費の助成）、第８

条（一部負担金相当額等の支払方法）、第９条（届出義務）、第１０条（譲渡又は担保の禁止）、

第１１条（損害賠償の請求権の譲渡）、第１２条（助成費の返還等）及び第１３条（委任）並

びに附則。 

（２）施行日 令和５年４月１日 

（３）影響及び効果 

  現在の義務教育就学児童までを対象とした医療費助成から、高校生等まで対象を拡大する

ことで、子育て世帯の負担を軽減することができる。 

  

 

    

 ２．経 過（現時点に至るまでの経過） 

令和４年１月 東京都が医療費助成の対象を高校３年生まで拡充する方針を発表 

令和４年２月 東京都市長会議の場で東京都が新たな高校生等医療費助成の考え方を提示 

令和４年３月 すべての区市町村で早期に実施できるよう令和５年度からの３年間、東京都

負担１０割で区市町村を支援する考えを東京都が発表 

令和４年６月 東京都から「高校生等医療費助成事業の実施及び高校生等医療費助成事業実

施要綱の制定について（令和４年６月３０日付４福保保助第４３６号）」の通知 

 

文書課において審査済み 

 ３．留意事項（問題点等） 

・東京都は、所得制限及び一部負担を設ける考えを示しているが、２３区及び一部の市では、

所得制限なし、一部負担なしで事業を実施する予定であり、自治体によって助成内容が異

なる状況になる見込み。 

・財政負担について、令和５年度からの３年間は、東京都負担１０割になるが、４年後の令

和８年度以降の負担割合については、今後の協議事項となっている。 

 ４．主管部処理案（検討結果等） 

  庁議終了後、令和４年第３回市議会定例会に議案として提出したい。 

 ５．審議結果 

 注：定例庁議の場合は、金曜日の正午までに提出。 


